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論文
企業多角化の論点と現況
安 -='-" 晋 博
?
1. 企業多角化と産業組織論
企業の多角化を産業組織論的に取り扱った研究は，これまで企業戦略論の領
域での研究の進展と交錯しつつ展開されてきたが，その独自の論点としては基
本的に 2つの問題領域を有していたと考えられる。つまり，その 1つは，水平
的ないし垂直的な関連性のいずれをももたない複数の製品を 1つの企業の事業
対象とすることによって規模の経済性や垂直統合の経済性に対応するような何
らかの経済性をもちえるのか，また，もし，それをもつとすれば，それはどの
ような形で説明されるのか，という論点であった。これに対し，もう 1つの論
点は競争政策上の含意にかかわるものであり，そこでは，複数製品にわたる事
業展開が個々の製品の市場における市場支配力の発揮につながるのか否か，と
いうことが問題となる。
本稿では，この 2つの論点にかかわる議論の現局面での到達点を筆者なりに
整理したI)うえで， そういった論点の展開と多角化に関する実証・実態分析と
のかかわりについてわが国におけるこれまでの研究を概観し，かつ，最近時ま
での多角化の進展状況について検討する。
まず，多角化の経済性という点では， かって， ].C更ナーバーは多角化合併
の評価にかかわって結節点共通性(nodecommonality)という概念を用い，合併
1)筆者はすでに，内部組織論的な多角化論を検討した拙稿「企業多角化と内部組織論」
（『彦根論叢」第273・274号， 1992年）において，その一部として論題との関連で、産
業組織論における多角化問題の論点の整理を試みた。本稿の整理はそれに若干の論点
の追加を行いつつ再整理したものである。
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当事者である 2企業の事業活動を構成する諸資源と諸活動のなかにある共通性
または類似性にもとづいて生じる規模の経済性を問題とした2)。これに対し，
規模の経済性の枠を超えて企業の事業活動の製品・市場面での範囲の広がりか
ら生じる一種の結合利益を提示したものとしては，企業戦略論における H.I. 
アンゾフのシナジー効果に関する議論3)がある。コンテスタビリティ理論にお
ける「範囲の経済性」概念は，この結合利益を劣加法的な費用関数を用いて，
これを結合生産による費用節約の問題として定式化したものであるといってよ
いであろう。そして， その場合， この結合利益の源泉としては，「その用役が
混雑現象なしに 2以上の製品ラインで共用できる」という意味での「共用可
能な“準公共財的”投入物 (asharable, "quasi-public" input)」の存在があげ
られる％しかるに， この視点での多角化の経済性の把握は，投入物の共用可
能性という点で多角化部門相互に何らかの技術的関連性があることを前提とし
ていたといってよい。なお，企業の多角化について，これを一定の製品ライン
から他の製品ラインヘの経験の移転による多角化参入という観点でみる動態的
視点5)も，この範囲の経済性の議論の延長線上にあるものといえよう。
これに対し， O.E.ウィリアムソンの立論は， ミニチュア資本市場としての
コングロマリット企業における内部組織での資源配分という点で企業多角化の
効率性を評価し，．また，その観点から企業の組織形態について論じ，複数事業
部制企業の収益性に関するM型仮説を提示するものであった6)。これは要する
2) J. C. Narver, Conglomerate Mergers and Market Competition, 1967 (江夏健一
・古海志郎訳「コングロマリット合併と市場競争」東洋経済新報社， 1971年）。
3) H. I. Ansoff, Corporate Strategy, 1965 (広田寿亮訳「企業戦略論」産業能率大学
出版部， 1969年）。
4) J. C. Panzar and R. D. Willing, "Economies of Scope," American Economic 
Review, Vol. 71, No. 2, May 1981. p. 268, 270. 
5)こういった視点での研究状況については， D. Deneffe, "Cost Externalities and 
Corporate Diversification", International Journal of Industrial Organization, 
Vol. 1, 1993, pp. 261-282参照。
6) 0. E. Williamson, Markets and Hierarchies, 1975 (浅沼萬里・岩崎晃訳 r市場
と企業組織』日本評論社， 1980年）。
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に内部組織論的な視点の遅入によっていわゆるコングロマリット的な非関連型
の企業の多角化の根拠を示したものであったが， D.].ティースはさらに，こ
の内部組織論的視点を用いつつ，範囲の経済性にもとづく技術的効率と組織的
効率の関係を論じている。彼は，範囲の経済性の源泉となる投入物について，
これを共通投入物 (commoninput)と名づけたうえで，結論的には， この共通
投入物の市場による取引が困難で企業内統御 (governance)が優れている場合
にのみ，範囲の経済性によって多角化を説明しようとする論者の示唆する組織
的含意（内部化）が貫徹すると論じる7)。そして，こういった共通投入物として
とくに組織的知識の問題を重視し， それが暗黙的 (tacit)性格をもっため組織
の境界を超えた外部的な移転が困難であること， しかも， 知識の転用可能性
(fungible knowledge) のために，それが特定の製品やサービスの生産に完全
に専門化して用いられるわけではないことを指摘している8)。
ティースはそれとともに一方で，ウィリアムソンが1979年の論文で提起した
統御構造の問題に関して，共通投入物としてのノウハウの拘束的契約(obligatio-
7) D. J. Teece, "Economies of Scope and the Scope of the Enterprise", Journal 
of Economic Beha成orand Oganization, Vol. 1, 1980, pp. 223-247. 彼は，こ
ういった企業内統御を求める共通投入物について特定化 (specialized)資産という
表現をも用いているが， こういった表現はさらにその後，非製品特定的で企業特定的
な (firm-specific)資産という形で用いられるようになる (D.T. Levy and L. J. 
Haber, "An Advantage of the Multiproduct Firm; Transferability of Firm-
specific Capital," Journal of Economic Behavior and Oganたation,Vol. 7, 1986 
pp 291-302)。
なお，このティースの立論に対し，「範囲の経済性」概念の提起者である J.C.パ
ンザーと R. D. ウィリッグは共用可能な投入物の用役の内部化にかかわる問題の存
在を認めつつ， 彼らの費用関数が生産費用と組織的費用の両方を包括していると考
え， 範囲の経済性を生産費用のみに適応するものとする D.J. ティースの考え方を
拒否する (J.C. Panzar and R. D. Willig, op. cit., p. 272)。しかし，内部組織論
的視点の提起した問題が共通投入物の市場取引を困難ならしめる条件の検討にあるこ
とからすれば， この拒否によって問題が解決したとはいえないであろう。
8) D. J. Teece, "Towards an Economic Theory of the Multiproduct Firm、"
Journal of Economic Behavior and Oganization, Vol. 3, 1982, pp. 39-63. 
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nal contracting)による市場での移転メカニズムの可能性について論じている。
これは組織デザインにかかわる論点といえるが，以上の論点を提起した彼の80
年と82年の 2論文に関する限り，基本的には，取引の特異性 (idiosyncracy)が
強まるにつれて，拘束的契約に比して内部組織（企業内移転）が効率的な組織様
式になるとしており，組織デザインの多様性の問題を系統的に追求する視点を
とっているとは必ずしもいえなかった。これに対し，範囲の経済性の存在その
ものによって必ずしも企業の多角化（内部統御）が説明されるわけではないとい
う点で，ティース論文を肯定的に評価する A.ジャックマンはさらに， 「組織
モデルの多形現象 (polymorphism)」に主要な関心を寄せている9)。また，ティ
ース自身も，その後，対外的な戦略的提携の問題にかかわってとくに合弁問題
に論究してきたが， 92年の論文では，企業の境界のファジー化を70年代以降の
一般的傾向として認め，コア技術の事業化に必要な補完的技術と補完的資産の
存在が組織のハイプリッド構造を求める傾向について論じている 10)。
9) A. Jacquemin, The New Industrial Organization, 1985 (南部鶴彦・ 山下東子訳
『新しい産業組織論」日本評論社， 1992年）。
10) D. J. Teece, "Competition, Cooperation, and Innovation; Organizational 
Arrangements for Regimes of Rapid Technological Progress", Journal of 
Economic Behavior and Oganization, Vol. 18, 1992, pp. 1-25. なお， この論文は
基本的に，邦文の『ビジネスレビュー」誌 (Vol.36, No. 4)掲載の論文「技術戦略
における競争と協調」に訂正・加筆を加えたものとしての性格をもつ。 このティー
スの記述は浅沼萬里氏の「関係に特有の技能」（浅沼萬里「日本におけるメーカーと
サプライヤーの関係」土屋守章・三輪芳郎編「日本の中小企業」東京大学出版会，
1989年）に関する鏃論とも合いつうじる側面をもっと考えられる。なお，拙稿「ある
大阪系企業の成長の軌跡—電気絶縁材料を起点とする事業展開＿」（関西大学経済
政治研究所「現代日本の地域と経済ー一ナ大阪都市園を中心に＿」 1994年）も， こう
いった方向での試論的ケーススタディである。しかるに，組織デザインの多様性を考
える場合，一国経済あるいは諸産業のもつ歴史的制度的条件の相違の問題がもう 1つ
の論点として浮上する傾きがある。ここではこの点に説き及ばないが， この数年， さ
らに社会学的な観点でネットワーク論として企業間関係の問題にアプローチしようと
する研究が多出していることも注目される（例えば， B.Axelsson and G. Easton, 
ed., Industrial Network: A New View of Reality, 1992など）。 また， 統御
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もう 1つの論点である企業の多角化と市場支配支配力の関連については，こ
れまで， 相互に参入可能な市場（アメリカにおける譲論では主に地理的市場）への
拡張を意図した合併が当事者企業相互の潜在的競争を排除する可能性に関す
る論点の他に， 多角化企業の互恵的取引 (reciprocity)の可能性や， さらに，
抱合せ契約等の不公正取引の可能性が問題とされてきた。 しかし， なかでも
代表的なものは，多角化企業のもつディープ・ボケット (deeppocket or long 
purse)とそれにもとづくプレデーション (predation)の可能性にかかわる議論
である。ディープ・ポケットの理論は文字どおり，多角化企業がある部門から
他の部門に補助金を提供できる深いボケットをもっていること，つまり，企業
内での諸部門間の内部相互補助 (cross-subsidization)が可能であることにプレ
デーションの根拠を求めるものである。ここでは，多角化企業はこの内部相互
補助により既存の競争相手を駆逐したり，あるいは，参入企業を排除する可能
性をもつとされる。そして，こういったディープポケットを有する多角化企業
が複数の寡占市場において相対峙する場合，ライバル企業の攻撃的行動に対し
て多角化企業が同一産業で同じく内部相互補助を用いて報復を行うことができ
るだけでなく，さらに， 1産業での攻撃的行動により他産業での報復的行動を
招く可能性があり， 多角化企業が相互に各産業で協調的行動をとることにな
る。こういった論旨の展開は， C.エドワーズの「共存政策 (alive-and-let-live 
policy)」論以来， J. ブレアの「相互忍耐 (mutualforbearance)」説等にみる
ように長い伝統をもっ1¥
(governance)構造という概念を用いた研究としては， J. キャンベル等が統御構造
のタイプ分けを試み，かつ，その変遷をアメリカの個別産業史のなかでフォローする
とともに，統御構造の変化を規定する要因として，組織効率を含む経済効率，技術進
歩の性格の変化，市場支配を含むパワーと基本的資源に対するコントロール，伝統的
なカルチャー，そして，国の政策といった 5つの要因の役割を共同研究として分析し
ている (J.Cambell, R. Hollingsworth and L. Lindberg, ed., Governance of the 
American Economy, 1991)。
11) C. D. Edwards, "Conglomerate Bigness as a Source of Power," National 
Bureau of Econmic Research, Business Concentration and Price Policy, 
257 
1000 闘西大學「継清論集」第44巻第5号 (1995年1月）
しかるに，このディープ・ポケットの理論は，多角化企業が内部資金源を利
用できることに留意した議論であり，多角化業種相互の関係をとくに問題にす
ることはなかった。これに対し，ティースの内部組織論的視点を導入した多角
化論を用いてプレデーション論を展開したものとしては， D.T.レヴィーの議
論12)がある。彼の議論では，製品にサンクされない（非製品特定的）資産として
の企業特定的資産が存在する場合，多角化企業は一時的に産出高を高めるため
に他の生産工程もしくは立地から投入物を移転でき，また，ライバルが当該産
業から駆逐されるとき企業特定的資産がその以前の用途に戻す形で移転されう
る。しかも，ライバルが高価格に応じて参入もしくは再参入しようとする場合
はいつでも，多角化企業はこの企業特定的資産をもうて産出高を容易かつ迅速
に拡大できる。したがって，その企業の生産工程が移転可能な企業特定的投資
を含む場合，支配的企業の多角化にともない単一製品企業に対してはプレデー
ションの可能性が増大すると考えられる。しかし，ライバルもまた移転可能な
企業特定的資産を利用し，再参入が容易である場合，つまり，とくに企業特定
的資産の移転コストが対称的であって，かつ多角化企業が相互に相対峙する場
合，プレデーションの有効性は失われるとされる13)。しかるに，企業特定的資
1955., および， J. M. Blair, Economic Concentration: Structure, Behavior a旭
Policy, 1972. この伝統は， 最近の談論では， 相互参入 (reciprocalentry) にと
もなう複数市場共謀 (multimarketcollusion) として定式化されている (R. M. 
Feinberg," Sales-at-risk ; A Test of the Mutual Forbearance of Conglomerate," 
Journal of Bus切es,58, pp. 283-291. および， A.van Witteloostuijin and M. 
van Wegberg, "Multimarket Competition; Theory and Evidence," journal of 
Economic Behavior a叫 Organization,Vol. 18, 1992. pp. 273-282.)。
12) D. T. Levy, "Predation, Firm-specific Assets and Diversification." The Journal 
of Industrial Economics, Vol. 38, No. 2, December 1989). レヴィー によれば，
略奪的価格設定の意味するところは，長期的に競争水準以上に価格を上昇させ利潤を
増大させるべく，短期的に価格を引き下げることであり，そういったプレデーション
が有効となるには，企業がライバル（競争相手もしくは参入者）を排除できること，
また，価格の上昇に際してもライバルがその産業に再参入できないことが必要である。
13)こういったケースは先のディープボケット論における「共存政策」と類似の状況を想
定するものと考えられるが，彼はその点には触れていない。
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産はその語が元来もつ意味からしても，多角化企業それぞれが独自にもつ資産
であり，移転可能性が各多角化企業の間で同一とは必ずしもいえない。この点
ぞは， A.ジャックマンは，企業の組織構造そのものを戦略的変数として捉え，
ライバルの行動を制約する組織構造の選択の問題を提示している14)が，この見
解は企業特定的資産の蓄積とそれに対応した組織構造の選択をも戦略的行動の
構成要素とみる視点と考えられる。
2. わが国の実態に関するこれまでの研究
企業の多角化の産業組織論的な取り扱いについては，前述のように，複数製
品の結合生産にともなう「範囲の経済性」という視点の導入とともに，さらに
これに加えて，内部組織論の観点から事業活動の範囲に関する制度論的な要因
の検討が進められている15)。そして，そのなかで，それと並行した多角化の実
証・実態分析が求められている。ここではまず，わが国の企業の多角化の進展
状況を捕捉しようとする試みについて，その主なものをみておきたい。
多角化の連展状況をみようとする場合，企業の多角化を脱本業化として捉え
て本業比率もしくは脱本業比率を計測する手法がしばしば用いられる。しか
14) A. Jacquemin, op. cit., pp. 151-160. 前掲訳書， 142-149ベージ。
15)前述のように， 内部組織論の観点から企業の多角化を論じた D.J. ティースは，企
業のもつ内部資源がそれを種々の仕方で利用できるという意味での「取り替え可能
性」を有するものであり， しかも，それが組織を超えた外部的な移転になじまないと
いう点に企業の多角化の根拠を求めている。こういった組織論的な分析においては，
一定のサンプルをとった集計量による分析とともに，ケース・スクディにもとづく企
業間比較の手法の有効性が認められてよいであろう（ティースの見解についてのこう
いった観点からのコメントは，前掲拙稿「企業の多角化と内部組織論」 104ページ参
照）。また， 以上のような特定のサンプルをとった上での多角化の分析の他に， 多角
化の実態分析の必要性の増大に対応し， 1987年に多角化を含む企業構造分析を意固し
た工業統計調査が行われている（通商産業大臣官房調査統計部『昭和62年・工業統計
表一~企業多角化等調査編ー」 1989年刊行）。また，企業の多角化の進展に対する現
行の産業統計の対応の状態については， 溝口敏行氏による問題点の整理がある（「企
業行動の多角化と産業統計」一橋大学「経済研究」第42巻第2号， 1991年）。
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し，多角化はそもそも複数の諸産業への展開に関するものであり，その各産業
への展開を含む多角化度の計測という点ではこの手法は有効とはいえないであ
ろう。また，企業がいったん脱本業化を進めてしまうと，本業そのものが別の
業種に移動することになる。そういった難点を考慮して多角化の進展状況を分
析しようとする 1つの試みは，公正取引委員会が行った「売上高業際マトリッ
クス」16)である。 このマトリックスでは， 有価証券報告書上の分類にもとづき
製造業17業種をとり，そのそれぞれの業種毎に資本金規模上位10社を抽出した
上で，各社の製品分野別の売上高を『有価証券報告書」によって算出し，縦の
欄に企業の所属業種，横の欄に標準産業分類の中分類 (2桁分類）に相当する分
類により諸企業の製品分野を示す形で，諸業種の企業の多角化の実態を把握し
ようとしている。もっとも，同委員会は，このマトリックスそのものではなく，
売上高本業比率（各業種の企業の本業での売上高比率）と異業種分担比率（分析対象
全企業17洸上による一定の製品分野の総売上に対する当該業種を主要業種としていない企
業の売上比率）を公表の対象としているが， しかし，いずれにしても，この場
合，いわゆる本業比率とともに，多角化の対象として他業種からの参入が多く
みられる製品分野が示されており，企業サイドからのみならずいわば産業サイ
ドからの多角化度をも測定したものといってよい17)0 
これに対して， 集中度の測定に用いられるハーフィンダール指標を用いて
多角化度を測定しようとする一連の研究がある。 この指標は， Xを当該企業
16)「リストラクチャリングの実態について」（公正取引委員会編「経済構造の変化と産業
組織ー独占禁止懇話会資料集XI[一』， 1992年）。
17)産業サイドからの多角化の分析としては，このような中分類相当の業種レベルでの測
定とともに， さらに前述の寡占企業相互の多角化による対峙という論点とかかわらせ
た分析を想定すると，細分類相当の品目レベルでの測定も求められるであろう。こう
いった分析として，拙稿「ビッグ・ビジネスと産業組織―—般集中，市場集中，多
角化の相互関係に関する実証一ー」（関西大学「経済論集」第27巻第2号， 1977年6
月）では，市場シェアに関するデータを用い，多角化対象となっている品目と生産集
中度の関係を検討している。
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の総売上高，めを当該企業の各産業における売上高として， H=I(X;/X)2= 
IS;2で表されるが，多くの場合， これを D=l-H=l-IS;2の形でもって多
角化度としている18)。この多角化度を用いた日本における計測で代表的なもの
は， 日本経済データ開発センターにおける今井氏等の研究（対象時点は63年， 67
年， 72年），ならびにその延長線上にある吉原氏等の研究CM象時点は63年， 6昭舌
73年）であるが，明石芳彦氏はさらに独自に67年， 72年， 77年， 82年について
計測し，そのうえで，過去の計測結果を含めた整理をしている19)。なお，ここ
での多角化度はハーフィンダール指標をその基礎としている点では共通してい
るが，今井氏等の場合，上記の多角化度をそのまま用いており，吉原氏等のケ
ースではD=l-(S;2)½ とし，明石氏はこの両者の計測をしている。
また，このハーフィンダール指標に依拠した諸研究では，そのもとになって
いるベリーの研究20)を含め，各企業が公表する売上高構成をそのまま用いるの
でなく，一定の分類基準によって産業間の関連性の強さを考慮した売上高構成
をもとにしているが，この分類基準としては，ベリーの場合は標準産業分類，
前述の日本における研究はいずれも日本標準商品分類の 2桁.3桁.4桁分類
を用いている。しかるに，このハーフィンダール指標を用いた多角化度は，複
数の産業にわたる企業の事業展開の態様を 1つの数値として示し，企業間の多
角化度の高低を比較したり，あるいは，一定のサンプル企業における多角化度
18)この多角化度のもとでは，企業がすべての産業に均等に従事している場合の均等多角
化相当産業数 (n)は， n=I/H=I/(1-D)である (R.Clark, Industrial Economics, 
1985, p. 199, 福宮賢一訳「現代産業組織論」多賀出版， 1989年， 257ペー ジ）。
19)明石芳彦「大企業の多様化と技術革新：日本のケース」（滋賀大学「彦根論叢』第280
号， 1985年 1 月），今井賢一・後藤晃• 石黒恵「企業の多様化に関する実証分析』（日
本経済データ開発センター， 1975年）， 吉原秀樹• 佐久間昭光・伊丹敬之・加護野忠
男『日本企業の多角化戦略ー一祖i営資源アプローチ」（日本経済新聞社， 1981年）。
20) G. H. Berry, "Corporate Growth and Diversification," Journal of Law and 
Economics, 14 (October, 1971), pp. 371-83. なお，この論文では前述の均等多角化
相当産業数を均等数 (numbersequivalent)として算出し，それと実際の産業数の
比較を行っている。
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の集計値とその推移をみることを可能にするものの，事業展開の対象となって
いる諸業種の相互の具体的な関連性はいわば消し去られた形になる。
ところで，吉原氏等は，一方でハーフィンダール指標を用いた多角化度によ
って企業の多角化の趨勢をみるとともに，その分折の主眼は， R.P. Iレメルト
の研究に依拠した企業戦略のタイプ分析におかれている21)。この類型別の分析
では，本業の比重および多角化部門相互の関係を合わせて 9つの戦略クイプを
抽出し，サンプル企業のそれぞれについてその戦略タイプを認定しようとす
る。しかし，このタイプ分析は，各企業の多角化度を数値で表すものではな
く，したがって，例えば，同じく「非関連多角化戦略」をとるとされる複数の
企業の間でいずれの企業の方がより多角化度が高いかといったことはここでは
問われないし，一定のサンプル企業全体の中での多角化の進展状況をみる場合
でも，それは各タイプの企業数の変化をみるという形でしか行いえない。
企業の多角化の分析は，以上のほかに個別企業ごとのケーススクディ，およ
びその比較研究という方向での分析の蓄積も求められているが，いずれにして
も，以上の各種の分析は相互に補完的な関係にあり，例えば，一定のサンプル
企業について多角化の進展度を時系列でみたり， 多角化要因と多角化の進展
度，もしくは多角化の進展度と企業成果の相互関係を分析しようとする場合に
は，ハーフィンダール指標を用いた多角化度が有効であろう。また，戦略タイ
プによる分析は，ルメルトの分析がもともと「組織構造は戦略に従う」という
チャンドーラーの視点に触発されたものであり，これを企業の組織構造および
企業成果と関連させて行うのが通常である22)。また，マトリックスを用いた分
21) R. P. Rumelt, Strategy, Structure and Economic Performance, 1974 (鳥羽欽
一郎・山田正喜子・川辺信雄・熊沢孝訳「多角化戦略と経済成果」東洋経済新報社，
1977年），および吉原等，前掲書。
22)これを回帰分析で行う場合は，戦略クイプをダミー変数として取り扱うことになる。
なお,J. Cable and H. Yasuki, "Internal Organisation, Business Groups 
and Corporate Performance; An Empirical Test of the Multidivisional 
Hypothesis in Japan", International Journal of Industrial Organization, Vol. 
262 
企業多角化の論点と現況（安喜） 1005 
析は，多角化対象となる業種を具体的に把握し，業種間の関連性をみるうえで
は欠かせないであろう。
本稿における以下の実態分折では，わが国の製造業総資産規模上位 100社を
サンプル23)として，まずハーフィンダール指標を使った多角化度によって，
70年度以降90年度に至るまでのわが国のビッグビジネスの多角化の進展状況を
みるとともに，一種のマトリックスとしてそれらの企業の業種構成の総括表
3, 1985, pp. 401-420は，企業支配要因や企業集団要因をも加え，英独両国との国際
比較分析の一環としてこの種の分析を行っているが， この場合，多角化要因は吉原氏
等のクイプ分けを用いている。
23)製造業総資産規模上位100社のサンプル企業は， 70年， 80年については公正取引委員
会の67年度末， 80年度末のデーク（妹尾明編「現代日本の産業中ー1971-1980-」
日本経済新聞社， 1983年）にもとづく。また， 90年については「会社年鑑・上場会社
編」および「会社総覧．非上場会社編」の90年度末の数値によって独自に抽出した。
そのうえで， 多角化度等の算出の対象としたサンプルは， この100社からさらに非上
場会社を除いており (70年については， その年に合併した 1社をさらに除く）， その
数は70年92社， 80年86社， 90年94社となっており，この3時点について一貫してサン
プル企業となっているのは62社である。 このサンプル企業を列記すると， 大洋漁業
(70, 80), 雪印乳業(70),森永乳業(70), サッボロビール(70,90), 朝日麦酒（アサ
ヒビール）(70, 90), 麒麟麦酒，味の素，東洋紡績，鐘紡，ユニチカ(70,80), 帝人，
東レ，三菱レイヨン(70,90), 倉敷レイヨン（クラレ）(70), 旭化成工業，山陽国策パ
ルプ(80,90), 王子製紙，本州製紙，十條製紙，大昭和製紙，大王製紙(90), 三井東
圧化学，昭和電工，住友化学工業，チッソ(70), 三菱化成工業，東洋曹達工業（東ソ
-) (80, 90), 電気化学工業(70,80), 三井石油化学工業，三菱油化，積水化学工業
(80, 90), 宇部興産，花王(90), 三共(70),武田薬品工業，山之内製薬(90), 田辺製
薬(70),藤沢薬品工業(90),大日本インキ化学工業，富士写真フィルム，コニカ(90),
資生堂(90), 日本石油，昭和シェル石油，丸善石油(70,80), 三菱石油，東亜燃料工
業（東燃），興亜石油(70,80), 大協石油（コスモス石油），ゼネラル石油(80), プリジ
ストン，セントラル硝子(70), 旭硝子， 日本セメント(70,80), 住友セメント(70),
小野田セメント(70,80), 三菱鉱業セメント(80),新日本製鉄，川崎製鉄， 日本鋼管
(NTT), 住友金属工業，神戸製鋼所， 日新製鋼，大同特殊鋼(70,80), 日本製鋼所
(70), 日本軽金属(70,80), 三井金属鉱業(70,80), 三菱金属（三菱マテリアル）， 日
本鉱業，住友金属鉱山，同和鉱業(70),古河電気工業，住友電気工業， 日立電線(70),
トーヨーサッシ(90), 新潟鉄工所(70), 小松製作所， 住友重機械工業， 久保田鉄工
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の作成を試みることにする。また，わが国の多角化実態をみる場合，各企業が多
角化部門を必ずしも全面的に内部化する形をとっていないことも注目される。
したがって，ここでは，企業単位での多角化度の計測とともに，関係会社をつ
うじた多角化の実状をみるべく連結情報による多角化度の計測も試みたい。
3. 多角化の実態
(1) 多角化度の推移
企業の多角化度の推移をハーフィンダール指標を用いた多角化度によって計
測しようとする場合，前述のような各種の多角化度指標のどれを選択するかと
いう問題を別として，むしろ与えられるデータの制約を主要な条件とするいく
つかの問題が生じる。つまり，それは Jつは，サンプル企業各社の品目別売上
構成に関するデータの問題である。前述の日本経済データ開発センターの多角
化度の計測では独自に収集したデータにもとづいているが，利用しうるデータ
の継続性と一般的なアクセスの可能性という点で公表されたデータを利用する
とすれば，『有価証券報告書」を出所とするデータを利用せざるをえない。本
稿では，『有価証券報告書』の「販売実績」で示されるデータを『会社年鑑』
（クボタ），東洋エンジニアリング(80),千代田化工建設(80), 日本精エ(90), ミネベ
ア(90), 日立製作所，東芝，三菱電機，富士電機，立石電機（オムロン）(90), 日本電
気，富士通，沖電気工業(70,90), 松下電器産業，シャープ， ソニー(80,90), ティ
ーディーケイ(90), 三洋電機， 日本ビククー(90), 日本電装(80,90), ファナック
(90), 京セラ(90),松下電工(80,90), 三井造船， 日立造船，佐世保重工業(70),三
菱重工業，川崎重工業，石川島播磨重工業， 日産自動車，いすゞ自動車， トヨタ自動
車， 日野自動車工業(70,80), 三菱自動車工業(90),東洋工業（マツダ），ダイハッエ
業(70,90), 本田技研工業，鈴木自動車工業（スズキ）(70, 90), 富士重工業，キャノ
ン(80,90), リコー(90),凸版印刷(80 90), 大日本印刷(80,90), 任天堂(90)であ
る。 なお， 先の公正取引委員会および今井氏等， 吉原氏等， 明石氏の研究はいずれ
も，各業種について複数の企業をサンプルとするための工夫をこらしているが，本稿
はビッグビジネス論の一環としての性格をも有しており，あえて総資産上位 100社と
いう基準でのみサンプルを抽出しており， したがって，サンプル企業のない業種，ぁ
るいは 1企業しか含まれない業種がある。
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の各年度末の「売上構成」の項目によって捕捉する。ただし，この場合， 『有
価証券報告書』にかかげられる製品名のとり方は各社各様であり，品目を詳細
に表示している企業と比較的大きな分類によっている企業があること，また，
最近ではさらに， 「新素材」や「環境関連」等， 通常の産業分類になじまない
表示を行うケースもあることに注意する必要がある。 こういった場合， 「事業
内容」の項の検討等により，その品目の確認を行わざるをえない。
次に問題となるのは，各企業が公表する売上高構成の諸品目を一定の基準に
もとづいて分類する作業である。この分類基準としては前述のハーフィンダー
ル指標を用いた諸研究はいずれも日本標準商品分類によっているが， ここで
は，標準産業分類が主に事業所統計向けの分類としての性格をもっており，企
業の公表データがいずれかといえばこれに対応する側面をもっていること，ま
た， 84年 1月改定の「日本標準産業分類』には「50音索引表」が付されており
分類作業がより容易であることを考慮し，あえて日本標準産業分類 (1984年改定
分）24)に依拠し，その 2桁.3桁.4桁分類を用いた。 もっとも， この場合，
標準産業分類が事業所統計の分類基準としての性格をもち，供給サイド，とく
に製造工程の共通性を分類基準とするケースが多く，必ずしも製品毎の分類と
なっていない場合がある。とくに，例えば銑鋼一貫の鉄鋼業（「製鋼圧延を行う高
炉による製鉄業」）はコード番号2611,また，石油精製業における連産品は「石油
精製業」としてコード番号2111というように垂直統合状態にある事業所の諸製
品は同一のコード番号とされるのであって，ここでは，垂直統合企業の 3桁・
4桁分類における多角化度は過小評価されることになるといってよい。
多角化度そのものについてはここではベリー指数をそのまま用いて， D=l
-:E匈とし， 上記の分類にもとづき各社別に多角化度を計測し， それを業種
別に単純平均した。なお，各社の売上高構成で「その他」あるいは「多角化品
24)行政管理庁「日本標準産業分類（昭和59年1月改定）一ー サ刃員項目名，説明および内
容例示―-.I(全国統計協会連合会， 1984年），および，同『日本標準産業分類（昭和
59年1月改定）一五0音索引表―-.IC同， 1984年）。
265 
1008 闊西大學「紙惰論集」第44巻第5号 (1995年1月）
第1表多角化
D2 D3 
年度 1970 1980 1990 1970 
食 品 0.1382 0.2619 0.1105 0.3285 
繊 維 0.3374 0.3831 0.4496 0.4988 
紙・パルプ 0. 1776 0.2132 0.0881 0.3685 
化 学 0.3123 0.3308 0.2839 0.5599 
石 油 0.0605 0.0675 0.0793 0.0605 
コ｀  ム 0.3419 0.2550 0.3648 0.3419 
窯業・土石 0.2839 0.4248 0.5725 0.3918 
鉄 銅 0.2469 0.2598 0.3721 0.3970 
非鉄金属・製品 0.3330 0.4321 0. 3771 0.4963 
一般機器 0.3788 0.1766 0.2903 0.6914 
電気機器 0.1225 0.2076 0.2160 0.6542 
造 船 0.4903 0.5481 0.5507 0.6003 
自 動 車 0.0460 0.0669 0.1450 0.0715 
精密機器 0.4872 0.5747 
その他製造業 0.1290 0.4083 
ムロ 計 0.2392 0.2688 0.2764 0.4296 
n 92 86 94 92 
STD 0.2239 0.2269 0.2272 0.2607 
第2表多角化度の推移
D2 Da 
年度 1970 1975 1980 1985 1990 1970 1975 
食 品 0. 1388 0.1554 0.0775 0.0774 0.1819 0.3808 0.4671 
繊 維 0. 3511 0.3662 0.3231 0.3822 0.4944 0.4981 0.5409 
紙・パルフ゜ 0.1776 0.1321 0.1468 0.0525 0.0244 0.3685 0.3596 
化 学 0.3687 0.3739 0.2789 0.2609 0.2965 0.6228 0.6288 
石 油 0.0195 0.0305 0.0413 0. 0611 0.0793 0.0195 0.0305 
ゴ ム 0.3419 0.2822 0. 2550 0. 3078 0. 3648 0.3419 0.2822 
窯業・土石 0.3795 0.4662 0.4787 0.5230 0.5725 0.5545 0.6582 
鉄 鋼 0.2021 0.2451 0. 2777 0. 3173 0.3721 0. 3571 0.3745 
非鉄金属 0.3971 0.3760 0.3732 0.3610 0.4526 0.5692 0.5585 
一般機器 0. 4068 0. 3933 0.2943 0. 2838 0. 2694 0.6695 0.5030 
電気機器 0.1019 0. 0906 0. 1134 0. 1477 0.1524 0.6539 0.6460 
造 船 0.5228 0. 5156 0. 5481 0.5895 0.5507 0.6548 0.6154 
自 動 車 0. 0690 0. 0818 0. 0780 0. 0936 0. 1308 0.1073 0.1221 
ムロ 計 0. 2518 0. 2536 0. 2376 0. 2487 0.2814 0.4637 0.4618 
STD 0.2314 0.2337 0.2163 0. 2271 0.2269 0.2648 0.2559 
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度の推移
1980 
0.5045 
0.6000 
0.4108 
0.6280 
0.0675 
0.2550 
0.5016 
0.3664 
0.6065 
0.3658 
〇.6797
0.6630 
0.0952 
0.4872 
0.4047 
0.4675 
86 
0.2563 
（同一企業62社）
1980 1985 
0.4254 0.4016 
0.5613 0.6321 
0.3369 0.2317 
0.6072 0.6252 
0.0413 o. 0611 
0.2550 0.3078 
0.6885 0.7190 
0.3521 0.3928 
0.5573 0.5439 
0.4900 0.5261 
0.6745 0.6747 
0.6630 0.7369 
0.1110 0.1247 
0.4621 0.4780 
0.2560 0.2573 
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D4 
1990 1970 1980 
0.3294 0.3408 0. 5211 
0.6879 0.5838 0.6420 
0.3834 0.5051 0.4853 
0.5294 0.5849 0.6649 
0.0793 0.0605 0.0675 
0.3648 0.3419 0.2550 
0.7687 0.4231 0.5203 
0.4530 0.3970 0.3676 
0.5128 0.5816 0.7147 
0.5183 0.7076 0.4862 
0.6358 0.6853 0.7084 
0. 7264 0.6285 0.7361 
0. 1812 0. 2379 0.2694 
0.5950 0.5586 
0.5515 0.4233 
0.4916 0.4799 0.5214 
94 92 86 
0.2334 0.2660 0.2465 
戸1990 1970 1975 1980 
0.4498 0.4152 0.4883 0.4488 
0.7032 0.5589 0.5813 0.5972 
0.3525 0.5051 0.4922 0.4301 
0.6022 0.6429 0.6562 0.6448 
0.0793 0.0195 0.0305 0.0413 
0.3648 0.3419 0.2822 0.2550 
0.7687 0. 7109 0.7440 0.7633 
0.4530 0.3571 0.3745 0.3521 
0.6037 0.6500 0.6557 0.6653 
0.4733 0.6790 0.5030 0.5036 
0.6541 0.6830 0.6708 0.6962 
0.7264 0.6886 0.6653 0.7361 
0.1851 0.2779 0.2831 0.2695 
0.5026 0.5147 0. 5111 0.5127 
0.2393 0.2670 0.2559 0.2467 
1985 
0.4292 
0.6551 
0.2884 
0.6725 
0. 0611 
0.3078 
0.7892 
0.3928 
0.6297 
0.5373 
0. 7010 
0.7664 
0.2531 
0.5192 
0.2522 
1009 
1990 
0.3387 
0.7083 
0.4676 
0.6302 
0.0793 
0.3648 
0.8099 
0.4530 
0.5895 
0. 5783-
0.6671 
0.7633 
0.3456 
0.6512 
0.5515 
0.5503 
94 
0.2298 
1990 
0.4498 
0.7085 
0.4050 
0.7144 
0.0793 
0.3648 
0.8099 
0.4530 
0.6957 
0.5733 
0.6823 
0.7633 
0.3735 
0.5628 
0.2317 
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目」とされている分については，それが「事業内容」の項でみて 2桁分類で複
数の業種から構成されていると判断される場合，これを 0としており，企業に
よっては IS;=lとは必ずしもならない。
計測結果は第 1表，第2表に示しているが，まず，サンプル企業全体の動向
をみると，第 1表の各年度末における総資産上位 100社のうちの上場会社をと
った70年度末， 80年度末， 90年度末の 3時点の多角化度 (Da)は， 2桁分類で
は上昇傾向にあるものの， 80年から90年の間については微増にとどまっている
のに対し， 3桁， 4桁分類ではいずれも両期間にわたり一貫して上昇してい
る。しかるに，これを業種別にみると， 2桁分類でみて両期間にわたり上昇傾
向がはっきりしているのは，繊維と窯業・土石の両部門のみであり，また，造
船は70-80年の期間に，鉄鋼は80-90年の期間に上昇傾向が確認できる。なお，
70年のサンプルに入っていなかった精密機器は，カメラ・メーカーの事務機器
への参入を反映し， 80年の時点で造船に次ぐ高い多角化度を示している。 ま
た， 3桁， 4桁分類ではいずれも70年でみて，合計で0.4を超える水準にあり，
業種別では一般機器，電気機器，造船で 0.6を超える数値となっている。そし
て， 3桁， 4桁分類でのこの高い水準からの一層の多角化度の上昇の結果，各
社の多角化度の散らばりは小さくなる傾向にある（標準偏差が低下）。
ところで，第 1表でみた多角化度は上位 100社の構成の変化を反映している
可能性があり，個々の企業の多角化度の推移をストレートに反映したものでは
ない。事実，第 2表のように， 3時点のすべてにおいて上位 100社に入ってい
る上場会社62社にサンプルを限定した多角化度 (Db)は， 70年と80年の両時点
の間では逆にわずかながらも低下を示し25)'80年から90年では上昇率がより大
25)先の明石氏の 117社をサンプルとした計測では， 67年， 72年， 77年， 82年の 4時点を
つうじて， 2桁分類， 3桁分類， 4桁分類のいずれの分類による場合でも，一貫して
多角化度の上昇をみており， なかでも 2桁分類での上昇が顕著である点で本稿の Db
の動向と異なるが， この結果にはサンプル企業のとり方の違いが反映していると考え
られることは， Daと Dbの動向の相違に照らしても分かる。
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きくなっている。これは 1つは， 70年のサンプルでは精密機器を業種とする企
業が入っていないなど， 70年代に多角化度を高めた企業がDbの対象外となっ
ていることによる。他方， 90年のサンプルでは， 一般機器等の分野において
専業部門の急成長によりそのランクを高めた企業が上位100社に入り，そのた
め， Daの上昇を一部相殺する効果をもったのに対し， Dbの急上昇は，従来
からサンプル対象となっていた繊維，非鉄金属，鉄鋼といった成熟産業の巨大
企業がさらにその多角化度を高めた結果である。
以上の 2つのサンプルを用いた多角化度のうち以についてさらに， 5年毎
のデークをみると， 2桁分類では70年代後半の落ち込みと， 80年代，とりわけ
その後半の上昇が目立つが， 3桁および4桁分類では70年代から80年代前半の
間は一貫して大きな変化はなく，もっぱら80年代後半に集中してかなりの程度
の上昇がみられることが特徴的である。つまり，ここでは， 70年時点ですでに
最上位企業にランクされていた巨大企業においては従前より進展していた脱繊
維および脱造船といった動きを別とすれば，多角化の動きが本格化するのは，
80年以降，とりわけその後半の円高対応期以降であるということが顕著にみら
れる。ただし，こういった推移は，一面で，多角化度の測定方法にかかわって
生じている可能性も排除されない。つまり，当初においてすでに非本業比率が
一定程度以上の比重を占めている場合，それ以降はその非本業部門の比重の増
大が多角化度を逆に低下させる可能性がある。業種別の数値でみると，造船の
場合，造船部門の比重が一貫して低下するなかで，多角化度は安定的に推移し
ているが，これは陸上部門の比重が高くなり，その数値の上昇が必ずしも多角
化度を高めることにならない状態が起こっているためである。 80年代に入って
からも業種によっては多角化度の低下がみられるが，これは部分的には，本業
比率の低下の効果が特定の非本業部門での構成比の増大によって相殺されてい
るためであるといってよいであろう。
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第3表 対総売上高比マ
食品
繊維
紙・パルプ
化学
石油
ゴム
窯業・土石
鉄鋼
非鉄金属・製品
一般機器
電気機器
造船
自動車
精密機器
その他製造業
05-08 09-11 12-13 14-15 16-18 19 20, 22 21 23-24 25 
鉱業應翌食品繊維盃｀ 僻賢化学等摺緊尻箪塁界
0. 00 0. 00 2. 94 0. 00 o. 00 0. 00 0. 07 o. 00 0. 00 0. 00 
o. o o. o o. 05 o. 65 o. o o. o 2. 08 o. o _o. o o o
0. 00 0. 00 0. 00 0. 00 2. 20 0. 00 0. 03 0. 00 0. 00 0. 00 
0. 01 0. 39 0. 07 0. 00 0. 12 0. 00 6. 47 0. 09 0. 00 0. 13 
0. 00 0. 00 0. 00 0. 00 0. 00 0. 00 0. 05 6. 75 0. 00 0. 00 
0. 00 0. 00 0. 00 0. 00 0. 00 0. 00 0. 00 0. 00 0. 54 0. 00 
0. 00 0. 00 0. 00 0. 00 0. 00 0. 00 o. 36 0. 00 0. 00 0. 56 
o. 00 0. 68 0. 00 0. 00 0. 00 0. 00 0. 05 0. 00 0. 00 0. 00 
0. 01 0. 00 0. 00 0. 00 0. 01 0. 00 0. 05 0. 66 0. 00 0. 06 
0. 00 0. 05 0. 00 0. 00 0. 00 0. 00 0. 00 0. 00 . 0.00 0. 00 
0. 00 0. 00 0. 00 0. 00 0. 00 0. 00 0. 00 0. 00 0. 00 0. 03 
0. 00 0. 17 0. 00 o. 00 0. 00 0. 00 0. 00 o. 00 0. 00 0. 00 
0. 00 0. 03 0. 00 0. 00 0. 00 0. 00 o. 00 0. 00 0. 00 0. 00 
0. 00 0. 00 0. 00 0. 00 0. 00 0. 00 0. 00 0. 00 0. 00 0. 00 
o. 00 0. 00 0. 00 0. 00 0. 52 1. 34 0. 00 0. 00 0. 00 0. 00 
? ?
0.02 1. 32 3.05 0.65 2.86 1. 34 9.16 7.50 0.54 0.77 
(2) 業種構成マトリックス
次に，企業の事業展開の対象業種の相互関係をみるべ<,90年度末時点にお
ける業種構成の総括表を示すと，第 3表のようになる。ここでは，先の多角化
度の測定に用いたサンプル企業94社について，縦の欄に企業の所属する業種，
そして，横の欄に企業の売上高構成に表示される 2桁分類（一部，化学＜コード
番号20>とプラスチック製品＜同上22>のように2桁分類をさらに統合したものを含む）
の業種を示し， 全企業の総売上高を100とするマトリックスとして， 多角化対
象業種を表示している。 このマトリックスでは，企業の所属業種としては，
?
版が「その他製造業」とされているなど，一部の不揃いがあるものの， ほぼ対
角線上にある縦横が同一の業種となるコラムが相対的に大きな数値を示してい
るが， これはいうまでもなく，本業の比重の大きさを示したものである。なお，
これを先の公正取引委員会の「業際マトリックス」との関連でみるとすれば，
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トリックス (199~度）
26 27 28 29 30 31 32 33-35 36-99 
諜 饂 贔 翻 闘 精機密器 他製造業の 商業等
その他 合計
鉄鋼
0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 〇.00 0.00 0.02 0.04 3.05 
0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.02 0.20 2.99 
0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 2.22 
0.20 0.10 0.00 0.17 0.17 0.00 0.21 0.00 0.00 0.12 8.22 
0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.46 7.23 
0.00 0.00 〇.00 0.00 0.00 0.00 0.00 0.18 0.00 0.00 0.72 
0.00 0.00 0.00 0.00 〇.05 0.00 0.00 0.00 0.00 0.04 1.01 
6.04 0.32 0.08 0.39 0.00 0.21 0.00 0.00 0.00 0.21 7.94 
0.04 2.19 0.65 0.02 0.08 0.00 0.00 0.00 0.00 0.38 4.12 
〇.04 0.00 0.09 1.84 0.08 0.09 0.00 0.00 0.00 0.00 2.20 
0.00 0.00 0.27 1. 94 25. 02 0.35 0. 13 0.00 0.04 1. 25 28.90 
0.00 0.00 0.03 2.58 0.00 1. 69 0.00 0.00 0.00 0.02 4.48 
0.00 〇.00 0.00 0.13 0. 00 20. 71 0.00 0.00 0.00 2.24 23.02 
0.00 0.00 0.00 0.69 0.65 0.00 0.26 0.00 0.00 0.00 1. 59 
0.00 0.00 0.00 0.00 0.15 0.00 0.00 0.30 0.00 0.00 2.30 
6.32 2.60 1. 12 7. 76 26. 20 23. 05 0.59 0.48 0.08 4.96 I 100.00 
横の欄の合計に対する本業部門の売上高比率は「売上高本業比率」となり，縦
の欄の合計に対する異業種企業の売上高比率は「異業種分担比率」となる。
これによると，先にみた多角化度について 2桁分類でその水準が相対的に高
い業種では，繊維，窯業・土石，鉄鋼，非鉄金属，造船は，本業部門が成熟化
したなかで異業種への進出により余剰能力を吸収しようとする動きとみられる
が，これを多角化先との関係でみると，窯業・土石では化学，鉄鋼では非鉄金
属・一般機器・輸送機器（造船），非鉄金属では石油石炭・金属製品，造船では
一般機械が多角化対象としてあげられる。また，繊維では化学の数字が大きい
が，これは化学繊維製造業が標準産業分類でもともと化学産業とされているた
めで，先の多角化度もこの化学繊維とそれ以外の化学製品がともに 1業種とし
て計算されており，もしこれを分離して計算するとその数値はより大きくなる
と考えられる。
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これに対し，精密機器では，当該サンプル企業はもともとカメラ・メーカー
であった企業が対象となっており，多角化先としては，コビー等の事務機器か
らなる一般機器＜同上29>とコンビュータ関連の情報機器で構成される電気機
器＜同上30>の構成比が大きく， いずれも精密機器＜同上32>を超える比率とな
っている。また，電気機器では本業部門に比べその数字ははるかに小さいが，
一般機器と輸送機器が多角化対象となっている。ここでは，情報機器と事務機
器の分野をつなぎ目として従来の分類では一般機器・電気機器・精密機器とさ
れていた諸分野が各業種の企業の相互参入の場となりつつあること，いわゆる
融業化・業際化が進みつつあることが分かる。こういったことは，食品・繊維
・化学の諸業種でみられる相互参入（ただし，繊維はもっぱら進出する側にある）の
場合もある程度いいうるであろう。
また，その他の多角化分野では，土木・建設と「その他」が全体に比較的大
きい比重を占めているが，土木・建設は，設備の設置やプラント工事といった
設備工事を含んでおり，そのため，鉄鋼，化学，造船，一般機器の各業種から
の広範な多角化対象となっているといえよう。なお，「その他」は， 文字どお
りその他として一括されている雑多な業種であり，時には「多角化業種」とい
った表現が使われているものも含んでいる。
以上のマトリックスは，成熟産業に属する企業の多角化が一方的な参入の形
をとっているのに対し，機器関係を中心に成長産業での多角化が相互参入の色
彩をもつ26)ことを示しており，また，いずれのケースにおいても特定業種間の
関係となっている点で，既存業種で培われ蓄積された技術ないし組織的知識が
新たな多角化の展開を可能にしていることを示唆しているものといえよう。
(3) 連結情報でみた多角化度
企業多角化の根拠を考える場合，それが一面で統御構造の問題と関連した検
26)一方的参入 (one-sidedentry) と相互参入 (reciprocalentry)については， A.
van Witteloostuijin and M. van Wegberg, op. cit. 参照。
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討が求められることはすでにみたところである。この点についてはとくに，ゎ
が国の企業が新しい事業展開を試みるとき，これを直接的に内部化する形態を
必ずしもとっていないことが注目されてきた。つまり，他企業との共同出資に
よる合弁企業の設立，あるいは子会社をつうじた多角的な事業展開という形態
がしばしばみられ，また，時には，従来内部化されていた間接部門等の業務を
独立させ，関係会社を設立するといったケースもある。しかも，この場合の子
会社はその多くが， M&Aによって獲得された企業ではなく，事業展開の必要
に応じて設立された企業であることも特徴的である。以下，ここでは，子会社
を含めた連結情報でみた多角化度についてみておきたい。
連結情報でみた多角化度の計測を試みようとする場合，各社の売上高構成に
関するデータは『有価証券報告書・連結情報』第3の1の項目の「事業の種類
別セグメント情報」における「外部顧客に対する売上高」に依存することにな
るが，このデータに関してまず問題になるのは，相当数の企業の連結情報がこ
の項目の記載をしていないことである。上記の90年度末時点での製造業上位
100社のうちの上場会社94社でみて，連結情報そのものを公表していない企業
が1社，主要事業における売上高および営業利益が「全セグメントの売上高合
計及び営業利益の生じているセグメントの営業利益の合計額のそれぞれ90彩を
超えており，かつ，この他に開示対象とすぺきセグメントが存在しない」ため
この情報の記載を省略している企業が18社，そして，とくに理由を示すことな
くこの項目の記載を省略している企業が13社あり，それらはサンプルから除外
する他ない。
つぎに，「事業の種類別セグメント情報」が得られる場合でも， そのセグメ
ントの設定の仕方が問題となろう。連結情報では，先の多角化度の計測に用い
た単独決算の場合の「売上高構成」とは異なり，一般的に詳細な産業分類は行
われておらず，おおむね標準産業分類の中分類 (2桁分類）に相当する分類とな
っているだけでなく，その分類法も単独決算の場合と異なっているケースが多
く，同一品目が別の業種として扱われている例も少なくない。したがって，連
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第4表連結情報による多角化度（単独・連結、 1990年度）
n I単独D2 単独恥連結恥 単独Da 単独Da 連結Da
無修正修正 無修正修正
食 lロl 1 0.3243 0.3439 0.4524 0.6999 0.3439 0.4524 
繊 維 6 0.4496 0.5549 0.6633 0.6879 0.6781 0.6677 
紙・パルプ 4 0. 1322 0.1304 0.2848 0.4379 0.2694 0.4270 
化 ,.,. 子 13 0.2680 0.2937 0.3850 0.5471 0.4803 0.5036 
石 油 2 0.0000 0.0000 0.2962 0.0000 0.0000 0.2962 
鉄 鋼 4 0. 4171 0.3678 0.4512 0.4296 0.3768 0.4512 
非鉄金属 6 0.3773 0.3527 0.3952 0;5130 0.4793 0.5255 
一般機器 4 0.3579 0. 1923 0.3272 0.5279 0.2397 0.3574 
電気機器 1 0.2213 〇.1153 0.2058 0.6767 0.5158 0.5222 
造 船 5 0.5507 0.4773 0.5053 0.7264 0.6530 0.5499 
自 動 車 2 0.1508 0. 1512 0. 1151 0.2779 0.2783 0.2259 
精密機器 2 0.5747 0.4247 0.4413 0.5950 0.4247 0.4518 
その他製造業 1 0.4200 0.0000 0.1128 0.6072 0.0000 0.1128 
ムロ 計 61 I 0.3258 0.2876 0. 37421 0.5649 0.4561 0.4887 
結情報でみた多角化度を単独の多角化度と対比しようとすれば，単独の場合の
産業分類を修正し，連結情報の分類による多角化度を計測する必要がある。し
かるに，サンプル中 1社については，両分類の対応関係が見出しえないため，
結局，’サンプルから除外せざるをえない。
以上の事情により33企業を除外した残余の61社をサンプルとした連結と単独
の両ケースの多角化度は第4表のとおりである。連結情報では中分類あるいは
複数の中分類を統合して 1つのセグメントとしている場合が多いが，一方で
は，輸送機器のなかの船舶，航空機，および，自動車のような 3桁分類のセグ
メントを一般機器のような 2桁分類と混在させて掲載している場合もあり，こ
こでは 2桁分類と 3桁分類の多角化度を表示する。また，上記の修正の効果を
前述の無修正の多角化度と対比すべく，ここでのサンプルとなる61社について
無修正の分類による多角化度をあわせて示すことにする。
まず，連結情報による多角化度と単独決算での多角化度の比較を行う前に，
無修正単独の多角化度をみると，第 1表に比・ベて 2桁分類の多角化度が全般的
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に高く，合計でほぼ0.1増となっているが，これは，サンプルから除去された
企業が特定セグメントヘの専業度が高い企業であることで説明される。このこ
とは 3桁分類でもいいうるが，この場合はセグメント情報を公表していない企
業においても単ーセグメント内での多角化が広く行われていることは先にみた
とおりであり，サンプルの違いによる差は小さくなっている。また，単独決算
の数値を無修正分と修正分で比較すると，セグメント情報では 3桁分類に対応
するセグメントは不十分にしか表示されていないため，修正分の多角化度がと
くに 3桁分類で低くなるとともに，一方では， 2桁分類でも複数の業種が 1つ
のセグメントとされているケースもあることから，，一般的に修正分の数値が低
くなる。しかし，そのなかで，繊維に関しては修正分の数値が無修正分に比し
て0.1以上大きくなっているが，これは，標準産業分類では化学に分類されて
いる化学繊維が各社のセグメント情報では繊維部門に一括されているためであ
る。
以上の連結情報に対応した修正の効果を念頭において，連結情報でみた多角
化度と修正単独の多角化度を比較すると， 2桁分類でみた連結分の多角化度が
合計で単独分より 0.1近く高い水準を示し，業種別でみても，単独分の多角化
度の高い造船・精密機器の上昇は相対的に小さいとはいえ，他の業種では軒並
みに多角化度を高めており，繊維については 0.7に近い数値となり，鉄鋼につ
いても0.45の水準に達する。このことからみても，多角化部門を直接に内部化
する統御構造が一般的なものではなく，むしろ関係会社をつうじた多角化が広
く行われているといってよいであろう。
なお， 3桁分類では単独分でみた多角化度そのものの水準が高いうえに，セ
グメント情報での分類が不十分であるため， 連結分の数値はそれほど高くな
い。ただし， そのなかでも紙・パルプと一般機器が連結D2および単独 Dsの
いずれよりも相対的に高くなっているが，これは，前者では紙加工品，後者で
は建設機械等の各種機器が3桁分類の対象となっているためである。
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4. むすび
以上，本稿においては，企業の多角化に関する産業組織論上の論点の整理を
行ったうえで，わが国における多角化の実態について， 70年以降の多角化度の
推移，ならびに， 90年時点での業種構成マトリックスと連結情報による多角化
度の計測を行った。いうまでもなく，多角化の根拠を経済性という側面でみる
視点，あるいは多角化と市場支配の関連といった視点は，多角化を説明する何
らかの変数ないしは成果指標との関連についての検討とともに，一方で，ケー
ススクディの積み重ねを求めるものであることはすでにみたところである。本
稿はその種の実証・実態分析に直接立ち入ったものではなく，その点でいえば
いずれかといえば，そのための基礎データの整理としての意味をもつ。
とはいえ，本稿の実態分析においても，わが国の企業の多角化の現況とその
性格について，いくつかの確認すべき点を摘出したと考える。つまり，それは
1つは， わが国の多角化が80年代後半に新しい局面に入りつつあったという
こと， しかし，それは成熟産業に従事する巨大企業が多角化度を一層高めたと
いう点でいえるのであって，本稿でサンプルとした上位100社に新たにランキ
ングされた企業には，往々にして逆に多角化度の低い企業がみられることも無
視しえない。多角化度の推移でみられたこういった関係は，企業成長と多角化
の関係についで慎重な検討が求められるということを示唆するものである。ま
た，業種構成マトリックスでみた成熟産業に属する企業の一方的参入と成長産
業における相互参入という対照的な多角化形態も 1つの論点であり，ヶースス
クディを含めた一層の検討の対象となりえよう。 さらに， 連結情報における
多角化度の高い数値は，異業種への進出に際しての合弁企業の設立や異業種企
業との戦略的提携の問題とともに，統御構造をめぐる議論の重要性を示すもの
といってよい。
〔本稿は1993年度の関西大学学部共同研究費による研究成果の一部である〕
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